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九頭竜川水系の概要（流域の概要）
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○ 九頭竜川は、福井県と岐阜県の県境の油坂峠に発し、石徹白川、打波川、真名川、日野川等を合流し日本海に注ぐ、流域面

積2,930km2、幹線流路延長116km、流域内人口約67万人の一級河川である。

○ 九頭竜川、日野川、足羽川に囲まれた地域には、人口や資産が集中する福井市街地を抱えている。

○ 沿川には、北陸自動車道、JR北陸本線、国道8号、157号、158号等の基幹交通施設に加え、中部縦貫自動車道が整備中であ

り、京阪神や中部地方と北陸地方を結ぶ交通の要所となっているほか、地域における社会・経済・文化の基盤を成している。

○ 大野市花房（阪谷橋）から福井市舟橋（中角橋）に至る間の河川敷は「アラレガコの生息地」として国の天然記念物の地域指定

を受けている。
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■河川整備計画における目標流量
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河川整備の概要（河川整備計画の主な事業内容）
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○ 平成19年2月に策定した九頭竜川水系河川整備計画に定める河川整備により、戦後最
大規模の洪水が発生した場合でも、洪水調節施設整備後において浸水被害の防止を図る
ことができる。
○ 質的対策は、堤防に求められている安全性を照査した上で、緊急性の高いとこ
ろから優先的に堤防の強化を実施する。
○ 耐震対策は、耐震性を照査した上で、その結果に応じて必要な対策を実施する。
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整備計画目
標流量

洪水調節施設に
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対応する戦後最大規模の洪水

九頭竜川 中角 8,100m3/s 2,600m3/s 5,500m3/s 昭和36年9月型

日野川 深谷 5,200m3/s 900m3/s 4,300m3/s 昭和28年9月型

足羽川 天神橋 2,400m3/s 600m3/s 1,800m3/s 平成16年7月
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再評価の視点
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再評価の視点 現在の状況 備考

事業の必要性に関する視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化
社会経済情勢等に大きな変化が
ない

九頭竜川想定はん濫区
域内市の総人口は、近
5ヶ年（平成21年から平
成25年）で約1%減とほ
ぼ横ばい

２）事業の投資効果
社会経済情勢等に大きな変化が
ないため算出を省略

前回
全体 Ｂ／Ｃ ７．２
残事業 Ｂ／Ｃ ２．９

３）事業の進捗状況
堤防拡築、河道掘削等を実施し、
進捗率（事業費） 約３０％

平成26年度末まで投資
額：約143億円

事業の進捗の見込みの視点

当面は、日野川の足羽川合流点
下流部の流下能力向上対策と、
本川中流部の河道掘削を完了さ
せる。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点 前回評価時点と変化なし



自治体の意見等

福井県知事（平成26年9月25日付 土政推第231号）

九頭竜川直轄河川改修事業の対応方針（原案）「事業継続」については異存ありません。

事業実施にあたっては、コスト縮減に努め、中藤新保地区や下野地区の早期完成など、事業の進捗を図っていただきたい。

対応方針（原案）

九頭竜川直轄河川改修事業は、事業の必要性等に関する視点による再評価及び事業の進捗の見込みに関する視点によ

る再評価がいずれも継続が妥当と判断でき、かつ、コスト縮減や代替案等の可能性の視点による再評価により事業の見直し

を図る必要がないと判断できることから「事業継続が妥当」である。

対応方針（原案）
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